
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。

※実質公債費比率の((ア)－(ウ))は特定財源の額を控除している。

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

1,826

会計名 歳入

一般会計 39,318

一般会計等
負担見込額

備考
当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

平成22年度 新潟県十日町市

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高
歳出 形式収支

1,63537,492

実質収支
他会計等からの

繰入金

公営企業会計等

一般会計等

42,724411 00

地方公社・第三セクター等名 経常損益備考
当該団体からの

出資金
地方債
現在高

98

純資産又は
正味財産

0

当該団体からの
補助金

9

十日町市土地開発公社 4

当間高原開発㈱

当該団体からの
貸付金

10 853 0 415

30 0 0 0

0

0

0

0

0㈱オスポック 5 00256 31

㈱まちづくり川西 3 0

11(財)十日町地場産業振興センター

046 20

43 0 0 0

0 0 0

-22

407

539

中里地域開発㈱ -4 897

30 0 0

0 90

0 0

18 0

0

00 0

9

009 17㈱なかさと 13

86 43

松代総合開発㈱ -19 22

0 0-4 3

(財)松之山農業担い手公社 -1

00 0

8 0 00 0

㈲湯米心まつのやま -6

実質赤字額

-39,305 37,479 1,826 1,635 42,724

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

企業債（地方債）
現在高

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考

177

会計名
総収益

（歳入）

397 0 -

25

国民健康保険事業会計（事業勘定） 6,310 0

国民健康保険事業会計（直診勘定） 334 309 25

6,133 177

-49 0

770 0

0

介護保険事業会計 5,482 5,368 114 114

765 0 0 -

0 -

水道事業会計

1

0

後期高齢者医療事業会計 499 498 1

0老人保健医療事業会計 9 9 0 -7 0

704 590 117 法適用企業521 7 -

15,355

69 434 5,308

3 1,672

法非適用企業簡易水道事業会計 1,268 1,185 83

318 22,449

法非適用企業

315

-2,638

- 法非適用企業

0 48

1,168下水道事業会計 4,127 3,809

0 -松之山温泉配湯事業特別会計 12 12 0 0

連結実質赤字額

1,222 -29,477 18,000

46 46 78

企業債（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考一部事務組合等名
総収益

（歳入）
総費用

（歳出）
純損益

（形式収支）
資金剰余額/不足額

（実質収支）
他会計等からの

繰入金

新潟県市町村総合事務組合
（職員退職手当支給事業特別会計）

11,897 11,828 69

0新潟県市町村総合事務組合
（一般会計）

476 430

69 0

0

0 0

新潟県市町村総合事務組合
（消防団員等公務災害補償事業特別会計）

1,573 1,553 20 20 0 0 0

0 0 0新潟県市町村総合事務組合
（消防賞じゅつ金支給事業特別会計）

13 12 1 1

新潟県市町村総合事務組合
（非常勤職員公務災害補償等特別会計）

17 15 2 2 0 0 0

0新潟県市町村総合事務組合
（交通災害共済事業特別会計）

1,420 1,373 47 47 0 0

十日町地域広域事務組合
（一般会計）

2,237 2,174 63 56 0 2,127 2,032

0十日町地域広域事務組合
（家畜診療所特別会計）

50 43 7 7 0 0

津南地域衛生施設組合 427 390 37 37 0 269 105

0魚沼地区障害福祉組合 362 356 6 6 0 0

新潟県後期高齢者医療広域連合
（一般会計）

2,911 2,836 75 75 4 0 0

2,695新潟県後期高齢者医療広域連合
（後期高齢者医療特別会計）

240,757 239,836 921 921 0 0

1,287 2,1372,396

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度

実質公債費比率　　（千円・％）

平成22年度内訳

69 0 853 90575

平成20年度分母比 区分 平成21年度分母比 平成20年度平成22年度

-1,843,191 1,418,218 いわゆる五省協定等に係るもの

41,643,720

424

- -

-

将来負担比率　　（千円・％）

分母比

8.1

245.1

債

務

負

担

行

為

-

平成21年度

PFI事業に係るもの

-

地方公務員等共済組合に係るもの

-

国営土地改良事業に係るもの6.61,184,198

-

4,801,286 4,912,743 4,940,532 28.3

3,333

一般会計等に係る地方債の現在高 42,724,078

債務負担行為に基づく支出予定額 2,259,383

41,873,866 -将来負担額

0.0

7,898

3,333

分母比

1,149,597

3,333

103.3

206,205 205,217 207,249

17,999,740

12.3

231,939 247,442 378,249 退職手当負担見込額 

1,077,665

2,423,834 2,137,068

17,439,184 17,530,886

1.2 組合等負担等見込額 2,623,324

公営企業債等繰入見込額 -

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

-- -

-

- - --

1.1603,739 308,801477,359 3.1

組合等連結実質赤字額負担見込額 

4.5

436,801

-

789,091

依頼土地の買い戻しに係るもの

-

5,029,911

900,087--

532,969

- -

連結実質赤字額 

5,788,1612.2 5,441,658

1,036,342社会福祉法人の施設建設費に係るもの

(エ) 70,587,657 -引き受けた債務の履行に係るもの

-

6,678,960

-

設立法人等の負債額等負担見込額 

-

-

6,328,326

186,801

-損失補償・債務保証の履行に係るもの-

6,047

-

6,558,980

- - - -

平成20年度 平成21年度 平成22年度

0.0

-

-

- -

2.5

- -

634,303

-

- 88.1

企業債等
繰入見込額

松之山温泉配湯事業特別会計

その他の会計

簡易水道事業特別会計 15.1

-

2,637,841

(オ)

基準財政需要額算入見込額 

53,402,251

2,290,068

12,588,983

- -

-

--

その他上記に準ずるもの 786,240

46,815,670

40,263,720

-

充当可能財源等

2,516,456

- 4,035,494

-

15,355,210

442,326

6,689

-

-

15,240,818

充当可能基金 

充当可能特定歳入 下水道事業特別会計2,334,939

- -

水道事業会計48,844,005

245.5

- -

2,062,302

112,139 0.6

- - - -

41,790

190,149

- -

133,093 266,110

- -

123.2 94.3

-2,787,899

-

-

-- -

-

414,515 2.4-

19,690,062 20,220,743 21,133,417

土地開発公社に係る将来負担額

73,00797,578 118,454 0.7その他第三セクター等に係る将来負担額

16.3 15.7

16,645,668

506,161 404,352

3,575,075 3,704,607

公社・
三セク等

- - -

地方道路公社に係る将来負担額

一時借入金の利子

16.5

1.5

16.4

17,428,810

147.1

114,349

17.39

財政再生基準

16.4 25.0

元利償還金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金
に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利
償還金に対する負担金等

準

元

利

償

還

金
債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）

(ア)

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

PFI事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

内訳

損失補償・債務保証の履行に係るもの

合計

16,158,876

3,531,186

実質赤字比率

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

利子補給に係るもの

標準財政規模

16.4

17.3

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

算入公債費等の額

健全化判断比率

35.0

-

94.3

実質公債費比率

20.00

35.00

350.0

-

(ウ)

12.39

(単年度)

将来負担比率

(イ)－(ウ)分母

(3ヵ年平均)

実質公債費比率
((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００

38,923,111 42,788,149

連結実質赤字比率

債

務

負

担

行

為

いわゆる五省協定等に係るもの

平成22年度(再掲) 早期健全化基準

(イ)

28.9

2,304,003

69,841,984

8,279,163

-

7,616,891

69,360,648

47.5

13.4
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